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欧米を中心とした先行研究から、一般的に通勤時間は女性よりも男性の方が長い傾向があり、これ

は女性の家庭への責任が大きい傾向によって説明されると言われている1。しかし、日本での通勤時

間の性差とその理由を検討した研究は多くない。そこで本稿では、ニッセイ基礎研究所の独自の調査

を用いて行った、同居の子の有無の通勤時間への影響の男女差の分析結果を紹介する。結果を先取り

してお伝えすれば、女性は同居の子がいると通勤時間が短くなることが確認された。このことは、新

型コロナ感染症対策として進むリモートワークの普及が、女性の社会進出を通して少子化による労働

力不足の改善に貢献する可能性があることを示唆するものと考える。 

 

1――同居の子の有無の通勤時間への影響の男女差 

 

分析に利用したデータは、全国の 18～64 歳の男女被用者を対象2にしたニッセイ基礎研究所独自の

WEB アンケート調査である。回答期間は 2020 年 2 月 28 日～3 月 25 日。回答数は 5,594 件。回答は全

国 11 地区の性・年齢別の分布を 2015 年の国勢調査の分布に合わせて収集した3。このデータを用い

て性別及び同居の子の有無別の片道通勤時間の分布を確認したものが図 1 である。まず、同居の子が

いない場合は、男女で通勤時間の分布に大きな違いは違いは見られない。しかし、女性の間では同居

の子がいると同居の子がいない場合に比べて通勤時間が短い傾向が見られる。一方で男性は同居の子

がいると同居の子がいない場合に比べて通勤時間が長い傾向が見られる。このことは、同居の子の有

無の通勤時間への影響が男女で不均一であることを示唆する。 

 

 

 

 
1 有留他, 1997 
2 株式会社クロス・マーケティングのモニター会員 
3 「第 2回被用者の働き方と健康に関する調査」 
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図 1. 性別及び同居の子の有無別の片道通勤時間の分布 

 

 

しかし、上記の分布の比較では、通勤時間と同居の子の有無の両方に影響を与えていると考えられ

る年収や健康状態等の影響を考慮できていないことから、同居の子の有無の通勤時間への影響を捉え

ることはできていない。そのため、通勤時間の変数を被説明変数にした順序プロビットモデルを用い

て、年収や健康状態等を調整した上での同居の子の有無の通勤時間への影響を検証した。推計結果は

表 1 の通りである。コントロール変数を入れた推計で、男性の間では子の有無と通勤時間の間に有

意な関係は見られない一方（列 2）、女性の間では同居の子がいる人の通勤時間が短い傾向が確認で

きる（列 4）。これは、女性は同居の子を持つことで通勤時間が長い仕事の継続を諦めていたり、同

居の子がいる場合には通勤時間が短くなるように考慮して職業選択を行ったりする傾向があることを

示唆する結果である。 

 

表 1. 同居の子の有無と通勤時間 

 (1)  (2) (3) (4) 

サンプル 男性 男性 女性 女性 

同居の子有 0.165*** 0.0547 -0.237*** -0.179*** 

 (0.0576) (0.0472) (0.0530) (0.0632) 

コントロール変数 無 有 無 有 

N 3260 3260 2334 2334 

  注）被説明変数は通勤時間（順序変数）。順序プロビットモデルによる推計。（）内にはクラスターロバスト標準誤差を表

示(回答割付に使った地域年齢性別区分によるクラスター) (2)に含まれるコントロール変数は年齢、年齢の二乗、性別、

年収、婚姻状況、健康状態、県ダミー。  

* p<0.10、** p<0.05、*** p<0.01 

 

 

2――リモートワーク普及の少子化問題への貢献可能性 

 

ニッセイ基礎研究所の独自調査のデータ分析から、女性は子を持つと通勤時間が長い仕事の継続を

諦めたり、通勤時間が短い職業を選択したりする傾向が示唆された。このことは、リモートワークの

普及が、女性の出産離職率を下げたり、同居の子を持つ女性の職業選択の幅を広げたりすることで、

少子化による労働力不足の改善につながる可能性があることを示唆する。また、女性の働く時間の柔

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性子無

男性子有

女性子無

女性子有

在宅勤務 10分以内 10~30分 30~60分 60~90分 90分以上



 

 

3｜               ｜ニッセイ基礎研レター 2020-09-14｜Copyright ©2020 NLI Research Institute All rights reserved 

軟性は出生率の向上につながる可能性があることがこれまでの研究で明らかになっている4ことから、

リモートワークの普及は働く時間の柔軟性を通して出生率の向上にも貢献する可能性がある。さらに、

リモートワークによって男性の通勤時間が短縮されれば、男性の家事育児への参加時間の確保につな

がる可能性がある。男性の家事・育児参加についても出生率の向上につながる可能性があることがこ

れまでの研究で明らかになっている5。つまり、新型コロナ感染症対策として拡大するリモートワーク

は、女性の社会進出を通した少子化による労働力不足の改善への貢献の他、働く時間の柔軟性と男性

の育児参加の増加による出生率の向上を通しても少子化対策に貢献することが期待できるであろう。 
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